
H
29

H
28

8-3-ｱ 24

ものづくり人材
育成事業「滋
賀ものづくり経
営改善セン
ター」
＜重点③＞

ものづくり企業に対し、「カイゼン」に
よる生産性向上や経営基盤安定を
図るため、「カイゼン」を学ぶスクール
事業と「カイゼン」インストラクターを
派遣する事業を実施する。また、県
内に広く「カイゼン」の実践を波及さ
せ、地域クラスター造成を図るため、
ものづくり地域クラスター出前セミナー
等の開催および技術定着を支援す
る取組を実施する。

○「カイゼン」を学ぶスクール、
「カイゼン」指導を行えるインスト
ラクター派遣事業を実施
○出前セミナー、技術交流会
の開催による普及活動の実施

【目標】
・「カイゼン」スクー
ル受講者　15人
・インストラクター
派遣によるカイゼ
ン指導　10社

A A A

①スクール受講者は11名、派遣事業は延べ
10社に対して実施。

②スクール受講者全員が修了し、インストラク
ターに選任した。特に現場診断実習では、座
学であった現場改革ステップ、モノと情報の流
れ図といった具体的な改善方法を活用し、現
在の改善活動の問題点や目で見てわかる改
善策の実施に向けた準備、生産性を向上させ
るための工場内レイアウトの見直し提案など具
体的な提案を行うことができ、実習受け入れ
企業からも継続した取組を行っていただけるも
のとなった。
　インストラクター派遣によるカイゼン指導では、
改善派遣中に動線３分の２、活スペース300
㎡リードタイムの達成、納期順守率向上とリー
ドタイム短縮の両立の実現など、新たな設備
投資を一切伴うことなく、生産性向上につなが
る改善成果を上げることができた。

さらなる展開に向
けて、より多くの支
援先を得るため、
製造業以外の産
業も含め、一層の
営業活動を引き続
き実施する必要が
ある。

・スクール全体のアン
ケート結果では、11
人中10人が役に立っ
たと非常に高い評価
を得たところ。
・カイゼン指導につい
ては、10社中10社が
目的が達せられたと
回答。

6,085
商工政策
課

8-3-ｱ 25

将来の知財人
材育成支援
事業
＜新規＞
＜重点③＞

子どもたちのモノづくり活動を通して、
くふう・創造する力を育てるため、創
意工夫やモノづくりに関心の高い積
極的な子どもたちに活動の機会を
提供し、将来の技術人材を育成す
る。

ものづくり出前活動（レスキュー
ロボットづくり教室）の実施　２
回

【目標】
参加者数　80人

D － －

①参加者数　16人

②ロボットの組立てやプログラミングに興味を
持って取り組み、ものづくりに対して理解を深め
ることができた。

・県内各地から広く
参加者を集められ
るよう工夫が必要
である。
・限られた実施日
数で、子どもたちが
モノづくりに対する
理解を深められる
よう指導していく。

・良い経験になった。
・ロボットの組立て
や、プログラミングは
初めてだったので貴
重な体験になった。
・2日間では時間が
足りなかった。

600
モノづくり
振興課

段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合の
段階評価の説明等を記入
②上記のほか、施策の利用者に対してどのよう
な成果や効果があったか、把握している範囲で
記入

実施後の
課題

施策利用者の具体
的な声・意見等

過年度
評価

事業の評価

Ｈ30年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成30年度の具体的取組内容

平成30年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の各事業の評価票
【重点事項３：中小企業を支える多様な人材の確保・育成支援、事業承継支援】

平成30年度の事
業の目標

（数値目標また
は定性目標）

施
策
分
類

厚 生 ・ 産 業 常 任 委 員 会 資 料 ２ - ５
令 和 元 年 （ 2 0 1 9 年 ） ９ 月 1 1 日
商 工 観 光 労 働 部 中 小 企 業 支 援 課
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段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合の
段階評価の説明等を記入
②上記のほか、施策の利用者に対してどのよう
な成果や効果があったか、把握している範囲で
記入

実施後の
課題

施策利用者の具体
的な声・意見等

過年度
評価

事業の評価

Ｈ30年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成30年度の具体的取組内容

平成30年度の事
業の目標

（数値目標また
は定性目標）

施
策
分
類

8-3-ｱ 28

若年者総合
就業支援事
業
＜重点③＞

若年求職者に対する就職相談、情
報提供等の各種就職支援を行うヤ
ングジョブセンター滋賀を運営する。

○ヤングジョブセンター滋賀の運
営
　・相談員３名を配置
　・キャリアコンサルタント（１名）
によるじっくり相談
　・就職面接会（２回）・相談会
（１回）の開催
　・就職関連情報の提供
○「仕事応援ブック」の印刷・配
布

【目標】おうみ若
者未来サポート
センター利用者
の就職率　60％

A A B

①就職者率71.5％

②県直営のヤングジョブセンター滋賀によるき
め細かな就職相談から、滋賀労働局が設置
する新卒応援ハローワークによる職業紹介ま
で、ワンストップで各種支援を提供したことによ
り、若年求職者に利便性の高い支援を行うこ
とができた。

〇新規学卒予定
者の就職状況は
「売手市場」の一
方、県内企業人
手不足が顕在化
〇「就職氷河期」
の頃の若年求職
者を含め、就職困
難な状況が固定
化・長期化する利
用者が増加傾向
にあるため、利用
者の状況に応じた
きめ細かな支援が
必要

H30年度実施のニー
ズ調査では、センター
利用者のうち7割が、
利用した感想を「とて
もよい」「よい」と回
答。
希望する支援内容と
して、８割の利用者
が「就職に関する個
別相談キャリアカウン
セリング」を、４割の利
用者が「県内企業に
特化した求人情報の
提供」を望んでいる。

16,776
労働雇用
政策課

8-3-ｱ 29

若年者就労
トータルサポー
ト事業
＜重点③＞

おうみ若者未来サポートセンターを
運営し、相談から就労までをワンス
トップで支援するとともに、県内外の
若年求職者等のUIJターン就職を
含む県内就職を促進するため、県
内企業等の魅力を発信するととも
に、両者が出会う場を提供する。

○おうみ若者未来サポートセンター
の運営
　・学生職業相談員２名を配置
○地域若者サポートステーションの
支援
　・就労困難者に対する臨床心
　理士のカウンセリング等の実施
○ふるさと滋賀就職応援事業
　・UIJターン就職コーディネーター
　の設置
　・県内外での合同企業説明会
　等の開催
○滋賀の”三方よし”若者未来塾
　・人材育成研修の実施
○若年人材確保・就職支援拠点
の機能強化調査

【目標】
おうみ若者未来
サポートセンター
利用者の就職率
60％

A A B

①就職者率71.5％

②おうみ若者未来サポートセンター利用者等
を対象とした研修講座「若者未来塾」や、就
職支援協定締結大学と連携した学生の就職
支援、県内外３カ所で３月に開催する合同企
業説明会などを通して、若者の人材育成と県
内企業の魅力発信を行うことができた。

民間主催も含め、
多数の就活イベン
トが競合しているこ
とや学生の就活が
年々早期化してい
ることから、開催時
期・場所・内容等
を精査する必要が
ある。

合同企業説明会の
参加者と企業の声

【参加者】企業の方
と非常に近い距離で
お話しすることができ
た。

【企業】学生から積
極的な質問をもらえ
て良かった。

23,211
労働雇用
政策課
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段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合の
段階評価の説明等を記入
②上記のほか、施策の利用者に対してどのよう
な成果や効果があったか、把握している範囲で
記入

実施後の
課題

施策利用者の具体
的な声・意見等

過年度
評価

事業の評価

Ｈ30年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成30年度の具体的取組内容

平成30年度の事
業の目標

（数値目標また
は定性目標）

施
策
分
類

8-3-ｱ 30

チャレンジド
WORK運動推
進事業
＜重点③＞

県内企業による主体的な障害者雇
用の取組を促進するため、優良事
業所等の表彰や就職面接会の開
催を行うとともに、平成30年4月の法
定雇用率引き上げに対応するた
め、地域で障害者雇用を支える仕
組みづくりを推進する。

○障害者雇用優良事業所等
知事表彰
○障害者就職面接会の開催
○障害者雇用啓発リーフレット
の作成
○中小企業等障害者雇用促
進事業
　①障害者雇用研修会
　②障害者雇用企業情報交
換会
　③障害や雇用先進企業視察
　④障害者と事業者のマッチング
　⑤その他障害者雇用に資す
る事業

【目標】
県内中小企業に
雇用されている
障害者数
1,700人

A － －

①県内中小企業に雇用されている障害者数
1,818人

②研修会や企業視察等を実施し、障害者雇
用の促進に寄与することができた。

中小企業等障害
者雇用促進事業
に関しては、試行
的に、県内４圏域
で実施した。来年
度は、７圏域で実
施し、県内全体の
障害者雇用の促
進を図る必要があ
る。

「障害者が働く現場
を見られたのがよかっ
た。」「仕事の切り出
しによって、障害のあ
る人も働くことができ
るといった気づきが
あった」との声があっ
た。

1,864
労働雇用
政策課

8-3-ｱ 31

産業人材育
成・確保のグッ
ドジョブプロジェ
クト事業
＜重点③＞

県内企業および農業法人等の人
材確保を図るため、インターンシップ
の推進等により、学生の職業観の
醸成や県内企業等の理解を促進
することで、県内企業等への就職者
の増加や就職におけるミスマッチの解
消を図る。

○インターンシップ推進業務
○企業の採用活動に関する相
談業務
○企業ＰＲ冊子の作成
○企業情報サイト「WORKし
が」による情報発信

【目標】
インターンシップ
マッチング成立数
80人

B A A

①春季および夏季にインターンシップを実施
し、70人のマッチングを成立させることができた。

②受入企業に対し、インターンシッププログラム
の相談や、普及セミナーの実施により、インター
ンシップの理解を深め関心を高めることができ
た。

学生・企業双方に
とって魅力的な県
域のインターンシッ
プを実施し、県内
外の学生の県内
企業等への理解を
深めていく必要が
ある。

学生からは「実習を
通じて考え方が変
わった」、受入れ企業
からは「今までにない
発想で刺激を受け
た」という声。

21,829
労働雇用
政策課

8-3-ｱ 32

働くなら滋
賀！人材育
成助成事業
＜新規＞
＜重点③＞

県内中小企業における採用後の人
材育成教育訓練の充実を促進し、
大学卒業予定者をはじめとする若
年求職者が、働くなら滋賀の企業へ
と感じることにつなげていくために、採
用後３年以内の従業員に対して行
う人材育成に必要となる経費に対し
て助成を行う。

○人材育成に係る研修受講
料等の経費助成

【目標】
助成金を活用し
た研修の受講者
数　100人

B － －
①助成金を活用した受講者は延べ79人。

②－

一定の受講者が
あったが、活用事
業所数が11社と少
なく、一層の活用
促進が必要。

次年度も事業がある
なら、引き続き利用
したい。

1,272
労働雇用
政策課

8-3-ｱ 33
職業訓練事
業費
＜重点③＞

在職労働者等を対象に、技能およ
び知識の向上のための職業訓練を
実施する。

○機械、溶接、電気・電子、
建築、制御等の各分野につい
ての、２～４日間程度の訓練
（技能向上セミナー）を実施

【目標】
定員充足率
80％

A B B
①定員充足率 84.7％

②技能セミナーで習得した技能や知識が中小
企業等にフィードバックされ活用されている。

受講希望者が多
いコースの拡充と少
ないコースの内容
の見直しを行い、
企業ニーズにマッチ
したコース設定を行
う必要がある。

実際に現場で使用し
ている機器などを
使っての講習会なの
で、仕事に役に立っ
てますとの声がある。

3,682
労働雇用
政策課
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段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合の
段階評価の説明等を記入
②上記のほか、施策の利用者に対してどのよう
な成果や効果があったか、把握している範囲で
記入

実施後の
課題

施策利用者の具体
的な声・意見等

過年度
評価

事業の評価

Ｈ30年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成30年度の具体的取組内容

平成30年度の事
業の目標

（数値目標また
は定性目標）

施
策
分
類

8-3-ｱ 34

職業能力開
発振興事業
費
＜重点③＞

事業内認定職業訓練をはじめとす
る民間の職業能力開発の振興を図
るとともに、技能水準の向上と技能
労働者の社会的地位の向上を図る
ため、技能検定の普及を促進する。

○中小企業の事業主団体等
が運営する認定職業能力開発
施設への助成
○滋賀県職業能力開発協会
が実施する労働者の技能向上
のための技能検定への補助

【目標】
・中小企業に働く
労働者の技能・
知識の向上
・技能検定の実
施などによる技
能の普及、促進

B B B

①認定職業訓練校7校に対し、運営費補助
を行った。
　技能検定を実施し、技能の普及促進を図っ
た。
②認定職業訓練校の円滑な運営を促進して
いる。
　若年者の受検申請料の減免措置により、若
年者が受検しやすくなった。

認定職業訓練の
受講者および技能
検定の受検者はや
や減少傾向（基礎
2級を除く）にあるた
め、一層の普及促
進を図る必要があ
る。

技能士がいることによ
り、企業が高い技術
力を持つ証明にな
り、顧客からの信頼
が得られるとの声があ
る。

67,761
労働雇用
政策課

8-3-ｱ 35

中小企業人
材育成促進
事業
＜重点③＞

中小企業人材育成プランナーを配
置し、人材育成に関する相談・援
助、研修会の企画・実施、人材バ
ンクの運用等を行うことにより、中小
企業の人材育成を支援する。

○人材育成に関する相談・援
助、情報提供
○研修会等の企画・実施
○人材バンクの運用

【目標】
研修会の受講者
数　100人

A A A

①研修会の受講者数　133人

②研修終了後、企業からの職場での役立ち
度の調査で、94％の企業が役立っているとの
評価がある。

受講アンケートを分
析し、受講者の
ニーズに合った研
修会の開催を行う
必要がある。

学びの多い研修で、
会社で活用できる内
容が多いとの声があ
る。

3,336
労働雇用
政策課

8-3-ｱ 37

働く場における
女性活躍推
進事業
＜重点③＞

企業における女性の活躍を推進す
るため、経営者、働く女性のそれぞ
れの対象に働きかけるセミナーを開
催する。

〇働く女性のモチベーションアッ
プセミナー
○働く女性のキャリアアップセミ
ナー
○女性管理職のためのステップ
アップ交流会
○育休後のハッピー・キャリア・カ
フェ

【目標】
働く女性を対象
としたセミナーへの
参加者数　120
人

A A B

①セミナー参加者数　165人

②セミナー実施後のアンケートでは、セミナーの
満足度（内容について良かった等回答した人
の割合）が90％を超えており、参加された多く
の方に継続就労・キャリアアップの意識を新たに
していただけた。

・まだまだ女性管
理職が少ないという
声もあり、企業にお
ける女性の継続就
労から、管理職、
ひいては役員まで
のステップアップを切
れ目なく支援して
いく必要がある。

・働く上で大事な
事、さらにリーダーシッ
プに必要な事を学ぶ
ことができました。
・同性としての悩み
克服の参考となる

1,035
女性活躍
推進課

8-3-ｱ 38

女性活躍応
援情報誌作
成事業
＜新規＞
＜重点③＞

県内の中小企業等において活躍す
る女性や活躍を後押しする企業の
取り組みなどを掲載した冊子を作成
し、県内企業等に配布する。

○Ａ４版、２０ページ、カラー刷
り、20,000部発行

【目標】
・県内企業にお
ける女性の活躍
推進および家庭
における男性の
家事・育児等参
画への意識醸成

B － －

①20,000部を作成し、県内企業および県内
市町役場、図書館、公民館、医療機関等に
配布するとともに、セミナーでの配布やホーム
ページへ掲載するなど活用を促進することで、
職場や家庭において女性活躍・男性の家事
育児参画等に意識を向けてもらうよう努めた。

②配布先から追加で送付するよう要請が来る
など、好評を得ており、多くの方にイクボスや男
性の家事育児参画、職場における女性の活
躍等に気軽に興味を持っていただくことができ
た。

・より多くの県民に
男女共同参画・女
性活躍推進に関
心を持ってもらえる
よう、本誌を活用
し、多くの県民に届
くよう工夫していく
必要がある。

・「すごく良い内容と
なっているので、本冊
子の紹介をしたい」な
どの声をいただいてい
る。

1,988
女性活躍
推進課
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8-3-ｱ 41

職業的自立と
社会参加をめ
ざした職業教
育充実事業
＜重点③＞

企業の知見を積極的に学校現場に
取り込み、授業改善等を進めるとと
もに、「しがしごと検定」の実施や「し
がしごと応援団」（特別支援学校の
職業教育を応援する企業の登録制
度）の運営、就労アドバイザーによる
実習先・就職先の開拓等に取り組
む。

○企業の知見を生かした授業
改善の推進
○「しがしごと検定」の実施（５
種目・２回）
○就労アドバイザーの配置（２
名）
○「しがしごと応援団」の運営
○社会的・職業的自立に向け
た教育課程の研究

【目標】
・県立特別支援
学校高等部卒
業生の就職率
28％以上
・県立特別支援
学校高等部卒
業生の就職実現
率　90％以上

B A －

①平成30年度高等部卒業生の就職率は
27.9％（前年度比１．7ポイント減少）であった
が、就職希望者の実現率は91.4％（前年比
6.8増加）であった。

②「しがしごと検定」を受検した生徒からは、
「企業の方からいただいたアドバイスをもとに、
就職を目指して努力していきたい」「他の種目
にも挑戦し、力をつけていきたい。」などの感想
があり、就労意欲の喚起、学習意欲の向上に
繋がっている。

就労アドバイザーによ
る企業訪問実績や、
「しがしごと応援団」
登録企業を活用し、
生徒の希望実現に
向けた職業教育の
充実を図っていく。
企業の知見を生か
し、引き続き授業改
善を進める。

「しがしごと検定」の取
組を通して、生徒が自
信をつけ、個々に適し
た進路選択につながる
など、教育的効果があ
がってきている。
教育課程の研究に企
業の知見を取り入れる
ことで、より実社会に近
い学びの場を構築する
ことができている。

7,331
特別支援
教育課

8-3-ｱ 42

中学生チャレ
ンジウィーク事
業
＜重点③＞

子どもたちの勤労観・職業観をはぐく
み、自らの将来の生き方を見出して
いく力を養うため、中学２年生に対し
５日間の職業体験を実施する。

○中学生が地域の事業所等に
出向き仕事に触れることにより、
働くことの意義、仕事のやりがい
や苦労など、社会人としての生
き方を学ぶプログラムの実施

【目標】
実施校
全公立中学校

A A A

①全公立中学校99校で職場体験を実施

②中学生チャレンジウィーク(職場体験)の事後
アンケートで、「自分のよさや適性などを発見し
たり、確認したりできた」の問いに対して肯定的
な回答をした生徒の割合：87.5％

職場体験を一過
性のもので終わら
せず将来の夢や自
分の生き方につい
て考えさせるまで事
前・事後の取組の
充実を図る必要が
ある。

ものごとを最後までや
り遂げることの大切さ
を学び、考えて行動
することが増えまし
た。（H30中学生チャ
レンジウィーク体験後
の生徒アンケートよ
り）

481
幼小中教
育課

8-3-ｱ 43

高等学校産
業人材育成プ
ロジェクト事業
＜重点③＞

産業界との連携をすすめることで、
変化の激しい社会に柔軟かつ力強
く対応できる滋賀の産業を支える職
業人の育成を図る。

○インターンシップの実施や滋
賀の企業の魅力を理解させる
取組を行うことで、将来の仕事
に対する意識の向上を図る。

【目標】
高校生の県内就
職率90％以上

A － －

①平成31年3月卒業者の県内就職率91.4%
で目標を達成した。
②農業高校で生産した野菜を商業高校の生
徒と販売するなど学科が違う生徒が一緒に
なって取り組み、農業・工業・商業および総合
学科による連携の取組を推進することができ
た。他の学科の学習を知るとともに、日頃の学
習内容を見直す機会となり専門学習に取組
む意識の向上につながっている。また、それぞれ
の学科が協力することで新たなアイデアを形に
することができたといった生徒の感想があった。

生徒の高度な技
術の修得に向け
て、県内企業等の
協力を得て、外部
指導者による指導
をさらに推進する必
要がある。
農業・工業・商業
および総合学科に
よる連携の取組を
さらに充実させる必
要がある。

連携の取組では各
学科の特色を活かす
ことができ、日頃の学
習を確認することが
でき、各専門学科の
強みを確認すること
ができた。

5,831
高校教育
課
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8-3-ｱ 44

次代を担う生
徒のキャリア教
育推進事業
＜重点③＞

中学校での職場体験の経験を高校
で継承させるとともに、課題解決型
のインターンシップや起業体験などさ
らに発展した取組を行い、職業観や
勤労観の育成を図る。

○「キャリアプランニング」「課題
解決実習」「起業家精神育
成」の３つの柱で取り組みなが
ら、社会人・職業人として自立
し、時代の変化に力強く、柔軟
に対応できる力の育成を図る。

【目標】
高校在学中に、
課題解決実習な
ど、企業や地域
と連携した体験
活動に取り組む
生徒の割合を
35％にする。

A A －

①高校在学中に、就業体験等に取り組む生
徒の割合は43.1%。

②・研究指定校８校を指定し、ライフプランを
考えさせることにより、３年間を見通したキャリア
教育を展開することができた。起業家精神教
育では地域や社会に関する情報の収集・分
析を行い、ビジネスコンテスト等に参加すること
により起業に向けた考え方を醸成している。
・就業体験実施校９校において、事前・事後
指導を充実させることにより、就業体験の効果
的な実施を図った。

・地域の課題等を
解決するため、外
部講師による講演
等を実施し、解決
案を考えさせた。今
後は解決案を実
現する方向で対応
しなければならな
い。
・普通科、総合学
科における就業体
験を実施することに
より、勤労観・職業
観等をさらに形成・
確立し、他校への
普及を図る必要が
ある。

インターンシップに参
加した生徒からは、コ
ミュニケーション能力
の必要性を認識した
り、進路を決定して
いく上で役立つ体験
ができたといった感想
があった。

4,637
高校教育
課

8-3-イ 48

プロフェッショナ
ル人材戦略拠
点運営事業
＜重点③＞

中小企業の事業革新に必要となる
プロフェッショナル人材の採用を支援
する拠点を運営するとともに、県外
でのマッチング会の開催等を通じて、
大都市圏や大手企業等から県内
中小企業への人材還流を促進す
る。また、事業承継に向けた後継者
人材の確保を支援するため、必要と
なる人材の雇入れに係る経費の一
部を助成する。

○中小企業経営者との面談に
よる相談および人材採用に関
する支援。
○県内企業向けセミナー開催
（１回）
○県外マッチングイベント開催
（２回）
○プロ人材確保助成金（後継
者確保）

【目標】
中小企業経営
者との面談による
相談件数　200
件、プロフェッショ
ナル人材の雇用
人数　15人

A A B

①中小企業経営者との面談による相談件数
246件、雇用人数115人

②中小企業経営者への訪問相談やセミナー
等を通じて、経営者の採用意欲を醸成し、企
業における人材の採用につなげることができ
た。

都市部大企業お
よび県内大手企
業からの採用の強
化や事業承継にか
かる支援等の取組
が必要。

新事業展開・販路
開拓を進める良い
きっかけとなった。
拠点を通じて、即戦
力となる優秀な人材
を採用することができ
た。
採用から３年間で利
益が200%にまで伸び
た。

28,913
商工政策
課

8-3-イ 57

滋賀県事業
承継ネットワー
ク構築事業
＜新規＞
＜重点③＞

県内中小企業の事業承継を促進
するため、各関係機関の参画のも
と、滋賀県事業承継ネットワークを
構築するとともに、周知・広報・意識
醸成等を図る。

○地域事務局の決定

○ネットワーク設立会議の開催

○事業承継診断の実施、支
援施策のパッケージ化

【目標】
事業承継診断
件数：300件
専門家派遣件
数：15件

B － －

①事業承継診断は、2,764件の診断を行っ
た。専門家派遣件数は１件に留まった。

②診断により、県内事業者が事業承継の取
組の必要性を認識できた。

事業承継診断によ
り把握した案件に
ついて具体的な事
業承継の計画策
定につなぐ必要が
ある。

・事業の承継につい
て意識することができ
た。
・診断を通じて企業
の抱える課題を把握
することができた。

‐
中小企業
支援課
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8-3-イ 58

中小企業振
興資金貸付
金（政策推進
資金(事業承
継枠)）
＜新規＞
＜重点③＞

事業承継を行うことにより、その経営
の相当程度の向上を図るために必
要な資金の貸し付けを行う。

○事業承継に必要な資金の
貸し付け

【目標】
事業承継の推進
を資金面から支
援する。

B － －
①融資に結びつく案件はなかった。

②　　－

円滑な事業承継
を資金面で支援す
るために、引き続き
制度の周知に努め
る。

（金融機関の声）
・事業承継に係る
ニーズは多岐に渡る
ため、融資対象者等
は幅広に用意してお
く方が良い。
・事業承継に対する
中小企業者の関心
は高まりつつあるが、
制度融資に限らず融
資にいたる案件は未
だ少ない。まずは事
業承継そのものの啓
発が必要だろう。

0
中小企業
支援課
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